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2022県人事委員会勧告・報告
初任給、若年層の給与引上げ、一時金０．１０月・地域手当0.05％引上げ

テレワークに係る実費弁償は言及せず。時間外勤務時間の上限時間等の特例範囲縮小を示唆

県人事委員会は10月13日、県議会議長と県知事に対して、2022年の「給与等に関する勧告・報告」を行いました。その概要は以下のとおりです。
＜報告・勧告のポイント＞

○月例給、一時金ともに引上げ

・月例給の公民給与の較差は 1,064円（0.27％）を解消するため本年4月に遡及して給料表の一部を引上げ改定するとともに、地域手当の支給割合を12.05％に引上げ
・一時金を0.10月引上げ
〇給与カーブの見直し
・2023年4月1日から、地域手当の支給割合を12.09％に引上げ
＜報告勧告の内容＞

１　職員給与と民間給与との比較
（１）月例給
	職員の給与(A)
	民間の給与(B)
	較差(B)－(A)

	390,037円
	391,101円
	1,064円(0.27％)


（２）特別給（ボーナス）

	職員の支給月数/A
	民間の支給月数/B
	差（B-A）

	4.30月
	4.40月
	0.10月



２　本年の給与改定
（１）月例給
　ア　行政職給料表（１）・学校行政職給料表
	項目
	内容
	改定額
	改定率

	給料表
改　定
	・人材確保の観点等から、高校卒業程度の試験に係る初任給について4,000円、大学卒業程度の試験に係る初任給について3,000円引上げ
・20歳台半ばに重点を置き30歳台半ばまでの若年層職員が多く在職する級号給を引上げ
	790
	0.20％

	地域手当
	支給割合を0.05％引上げ
	169
	0.05％

	はね返り分
	月例給を算定基礎としている諸手当の額の増減分
	95
	0.02％

	
	
	1,054
	0.27％


　 イ　その他の給料表
　　 　行政職給料表（１）との均衡を基本に改定

（２）一時金
ア　一般の職員
	
	
	6月期
	12月期

	2022年度
	期末手当
	1.20／済
	1.20（改定なし）

	
	勤勉手当
	0.95／済
	1.05（現行0.95月）

	2023年度
	期末手当
	1.20
	1.20

	
	勤勉手当
	1.00
	1.00


イ　再任用職員
	
	
	6月期
	12月期

	2022年度
	期末手当
	0.675／済
	0.675（改定なし）

	
	勤勉手当
	0.45／済
	0.50（現行0.45月）

	2023年度
	期末手当
	0.675
	0.675

	
	勤勉手当
	0.475
	0.475


３　給与カーブの見直し（地域手当の支給割合引上げ
・ 令和４年４月に、職務と責任に応じた給与制度とするよう給料表の見直しを実施。この見直しに伴い生ずる給与原資を再分配するため、令和５年４月１日から、地域手当の支給割合を12.09％に引上げ
・ 令和６年度以降の支給割合は、引き続き、較差解消、経過措置の状況等を注視し、令和５年以降の報告・勧告において言及
５　公務運営
⑴　人材の確保・育成 

ア　多様な人材の確保と採用制度

(ｱ) ６月実施のⅠ種試験等よりも実施時期を早めた早期Ⅰ種試験等を導入。引き続き、民間企業、国等の動向も踏まえた採用試験等の見直しにより人材を確保

(ｲ) 職員採用試験に向けた説明会など、様々な場面でオンラインを積極的に活用し、本県行政に携わることの魅力等について、県内外へ情報発信。今後も任命権者と連携し、説明会の充実や職員採用ホームページの見直しなど、広報活動を強化

イ　人材育成とキャリア形成

任命権者において、昨年度から研修事業体系を変更するとともに、研修のオンライン化を推進し、職員の研修機会を確保。今後も、職員の能力向上と主体性を踏まえたキャリア形成が可能となるよう研修事業の更なる充実を期待

ウ　多様な人材の活躍推進

(ｱ) 次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画に掲げた数値目標の達成に向け、任命権者において、実効性のある取組を一層推進するとともに、職員の採用状況や職員全体の年齢構成等も踏まえた取組を進めることを期待

(ｲ) 採用選考時における障がい者の特性に応じた受験環境の配慮を推進。任命権者において、障がい者の計画的な採用、採用後の配置や育成に当たって合理的配慮等、取組を推進することを要請

⑵　働き方改革と勤務環境の整備

ア　働き方改革による長時間労働是正等の取組

(ｱ) 新型コロナウイルス感染症対策関連業務等のため、昨年度、上限時間等を超えて時間外勤務を行った職員が増加。上限時間等の特例の範囲は、業務の状況を考慮して必要最小限とするよう留意が必要。任命権者において、所属長等の適切な関与・指示のもと、事務事業や業務分担の見直し、人員の適切な配置など長時間労働の是正に向けた取組をより一層推進することを要請

(ｲ) 教員の多忙化の解消に向け、本県教育委員会において、在校等時間を適切に把握した上で、教員の業務の明確化・適正化を進め、教員の負担を軽減するよう要請。業務アシスタントやスクールカウンセラー等、外部人材を引き続き積極的に活用していくことも重要

イ　仕事と家庭の両立支援と職員が能力をより発揮できる勤務環境の整備

(ｱ) 任命権者において、子育てや介護を行う職員を支援する制度が利用しやすくなるよう、職場環境を整備するとともに、子育てや介護に対する職員の理解を深め、職員が安心して仕事との両立に取り組めるよう、更なる普及、啓発を行っていくことが重要

 (ｲ) コロナ禍において進展したテレワークの利用促進や拡大時差出勤制度の拡充など多様で柔軟な働き方を進めることは、全ての職員のワーク・ライフ・バランスの実現と、その能力の十分な発揮につながるもの。任命権者において、こうした働き方の更なる促進に向けて、国等の状況も勘案しながら、フレックスタイム制の導入の検討を含め、多様で柔軟な働き方を可能とする様々な取組を引き続き進めていくことを期待

ウ　健康管理対策の推進

過重労働による職員の健康への影響が懸念されることから、産業医による面接指導等を通じて心身の状況を把握するなど、着実に職員の健康管理に取り組むことが重要。任命権者において、職員の心身両面にわたる健康の保持、増進を図る取組を一層推進していくことを期待

エ　職場におけるハラスメントの防止

ハラスメントを根絶するためには、全職員がハラスメントに正面から向き合い、その防止に努めることが重要。任命権者において、引き続きハラスメント防止に向けた取組を着実に進め、ハラスメントのない職場の実現を図ることを要請

【自治労県職労の見解】

神奈川県人事委員会は、月例給を円（％）、一時金を0.1月引き上げる勧告を行いました。

　民間労働者の春闘の闘いを踏まえれば、月例給、一時金の引き上げは当然ですが、この間の急激な物価上昇を考慮したものとなっていないことは大変残念です。

　特に、電気代等が高騰する中で、テレワークが推奨されている神奈川県において、テレワークに係る実費を弁償する制度の構築が急務であるにもかかわらず、言及がなかったことは大変遺憾です。

　また、長時間労働問題となっている中で、人事院が一歩踏み出して体制を強化したにもかかわらず、県人事委員会として具体的な対応を示さなかったことは、県職員の労働基準監督機関として十分な機能を果たしているとは言えません。

　自治労県職労は、長時間労働是正のための人員増の獲得と全世代にわたる賃金水準の引き上げ、子育て支援の拡充、臨時的任用職員、会計年度任用職員の格差是正などを求めて、今期確定闘争を県労連に結集し、組合員の要求実現のために取り組みます。

最近の給与報告・勧告の状況

	
	月例給
	期末勤勉手当

	
	公民較差
	年間支給月数
	対前年比

増減

	2013年
	0.07％

（298円）
	勧告なし

（改定なし）
	3.95月
	勧告なし

（改定なし）

	2014年
	0.42％

（1,698円）
	引上げ
	4.10月
	+0.15月

	2015年
	0.68％

（2,736円）
	引上げ
	4.20月
	+0.10月

	2016年
	0.20％

（784円）
	引上げ
	4.30月
	+0.10月

	2017年
	0.13％

（505円）
	引上げ
	4.40月
	+0.10月

	2018年
	0.17％

（697円）
	引上げ
	4.45月
	+0.05月

	2019年
	0.11％

（440円）
	引上げ
	4.50月
	+0.05月

	2020年
	△0.01％

（△33円）
	勧告なし

（改定なし）
	4.45月
	△0.05月

	2021年
	0.00％

（△16円）
	勧告なし

（改定なし）
	4.30月
	△0.15月

	2022年
	0.27％

（1,064円）
	引上げ
	4.40月
	+0.10月



県労連2022確定闘争日程
〇10月19日（水）　副知事要求提出交渉

〇10月21日（金）　副知事回答交渉

　　　　　　　　　　　第1回幹事団交渉

〇10月25日（火）　県労連支部代交渉

〇10月27日（木）　第2回幹事団交渉

〇11月2日（水）　　第3回幹事団交渉

　　　　　　　　　　　県労連総決起集会
　　　　　　　　　　　18時30分から

〇11月9日（水）　　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　　自治労県職労拡大評議委

〇11月11日（金）　戦術配置

